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概要：本研究では，コンクリート構造物のアルカリシリカ反応（ASR）の抑制対策方法に

ついて検討するため，遅延膨張性の ASR を生じる骨材を対象に各種の促進試験法を行った。

その結果，隠微晶質石英を含む泥質片岩の ASR 反応性は，国内における現行の試験法であ

る化学法およびモルタルバー法では適切に評価することが出来ないこと等を明らかにした。 
 

１．はじめに	 

	 コンクリートのアルカリシリカ反応（ASR）

は，岩石の反応速度の観点から，急速膨張性

ASR と遅延膨張性 ASR に大別できる 1)。岩石の

反応速度の違いは，反応性シリカ鉱物の溶解速

度の違いによるものである 2)。環太平洋造山帯

に位置する我が国は，火山岩を砕石として利用

することが多く 3)，これらの反応に起因する

ASR による被害も多く報告されている 4)。これ

らの火山岩骨材は，急速反応性を示す骨材が多

く 1)，これらの骨材の反応性の検出のため，モ

ルタルバー法などの判定試験が提案，JIS 規格

化されてきた経緯がある。 

	 一方，遅延膨張性 ASR は，堆積岩中の隠微晶

質～微晶質の石英を反応性鉱物とする ASR で

あり，劣化事例としては海外での事例が多いが，

我が国においても数件の報告がある 5)。北部九

州においても写真-1 のようにひび割れを生じ

た構造物が散見される。これまでの我が国での

ASR 調査では，詳細な原因追求が乏しいために，

遅延膨張性 ASR であったものを見逃している

可能性もあり，今後，調査によるデータを蓄積

し，遅延膨張性骨材による劣化の実態を把握す

る必要がある。 

	 遅延膨張性骨材の特徴として，現在日本で広

く用いられている化学法，モルタルバー法では，

その反応性が検出できないことが指摘されてい

る 1)。このことは，海外では広く認識されてい

ることであり，遅延膨張性を示す可能性のある

骨材に対しては，ASTM C 1260（80℃ NaOH 浸

漬法）による評価が適当であることが示されて

いる 6)。 

	 判定試験方法は，岩石学的特徴に応じて適切

な方法を選定されるべきものであるから，産出

される骨材の岩種が異なる我が国と欧米諸国で

異なる試験方法が採用されることは当然である

が，実被害を詳細に分析し，ASR を生じた原因

の追求，またそれに応じて規格を変化させてい

く点では，日本では十分に検討がなされていな

い。合理的な ASR 抑制に向けて，実構造物にお

ける ASR 劣化事例を詳細に分析し，新しい抑制

手法としてフィードバックすることが重要であ

る。 

	 本研究では，促進試験方法の確立されていな

い遅延膨張性 ASR に着目し，実構造物において 

ASR 劣化を生じたコンクリートに使用された 

骨材と類似した隠微晶質石英を含む骨材を入手

し，それに対して化学法，モルタルバー法，およ

び ASTM C 1260 試験を行い，ASR 反応性の検

出に対する各種試験の適用性に関する検討を行

った。 

 

２．各試験法による ASR 反応性試験結果	 

	 本研究で，実施した促進試験の方法と判定基

準の一覧を，表-1 に示す。 

(1)	 化学法	 

	 JIS A 1145 に基づき，入手骨材について化学

法を行った。なお，反応時間と NaOH 濃度が試

 

	 
写真-1	 防波堤に生じたひび割れ 



験結果に及ぼす影響について調べるため，反応

時間を 0.5h，24h，72h と変化させたもの，また，

NaOH 溶液の濃度を 0.5N，1N，2N と変化させ

たものについても測定を行った。図-1 に試験結

果を示す。 

	 通常の化学法（1N-24h）において，入手骨材

は溶解シリカ量 Sc，アルカリ濃度減少量 Rc と

もに低く，（Sc=34mmol, Rc=24mmol）ほぼ判定

曲線上にプロットされている。本実験において，

入手骨材は「無害でない」と判定されたが，化

学法は試料のサンプリングや試験方法による結

果のばらつきが大きいこと 8)を考慮すると，こ

の骨材は「無害」と判定される可能性もある。 

	 また，図-2 に NaOH に浸漬した時間と Sc の
関係を示す。NaOH の濃度の違いによる Sc の変

化はあまり見られないものの，浸漬時間に比例

して Sc の値は大きくなる傾向が見られた。この

ことから，入手骨材は，コンクリートの空隙水

中の pH が低い場合においても，経時的にシリ

カが溶出するために長期的に膨張を示す可能性

表-1	 	 各種促進試験の方法と判定基準	 

モ
ル
タ
ル
膨
張
試
験 

試験方法 セメントアルカリ量 養生条件 判定基準 

ASTM C 1260 0.55％（無添加） 80℃ 1N NaOH浸漬 14日膨張が 0.2％以上で

「有害」，0.1％未満で 

「無害」 

JISモルタルバー法 1.2％，1.8％*，2.4％* 

 

*JIS規格ではない 

40℃ 100％R.H. 91日膨張率が 0.05％以

上または，182日膨張率

が 0.1％以上で 

「無害でない」 

（1.2％の場合） 

デンマーク法 0.55％（無添加） 50℃ 飽和 NaCl溶液

浸漬 

91日膨張率が 

0.1％未満で「無害」 

0.1％～0.4％で「不明」 

0.4％以上で「有害」 

骨
材
単
体
の
試
験 

試験方法 
骨材粒度 

固液比 
保管条件 判定基準 

化学法 

（JIS A 1145） 

0.15mm～0.3mm 

25g／25ml 

80℃ 1N NaOH 

に 24時間 

溶解シリカ量（Sc）が 

アルカリ濃度減少量

（Rc）よりも大きい場合

に「無害でない」 

 	 

0

100

200

300

400

500

600

700

1 10 100 1000

R
c(

m
m

ol
/l)

Sc(mmol/l)

0.5N-6h 0.5N-24h
1N-6h 1N-24h
1N-72h 2N-24h
2N-72h

0
10
20
30
40
50
60
70
80
90

0 20 40 60 80

Sc
(m

m
ol

/l)

浸漬時間(h)

0.5N
1N
2N

 
	 	 	 	 	 	 図-1	 化学法試験結果	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図-2	 浸漬時間と Sc の関係	 



があることが考えられる。 

 

(2)	 モルタルバー法	 

	 JIS A 1146 に基づき，モルタルバー法を行っ

た。水セメント比 W/C＝50%，砂セメント比 S/C

＝ 2.25，供試体寸法 40×40×160mm のモルタ
ルを作製し，温度 40℃，相対湿度 95%以上の湿

気槽において保管し，膨張率の経時変化を測定

した。なお，練混ぜ水に NaOH を添加し，セメ

ントの全アルカリ量が Na2Oeq で 1.2%となるよ

うに調整した。モルタルバー法では，促進期間

181 日において，膨張率が 0.1%未満ならば「無

害」，0.1 以上ならば「無害でない」と判定する。

加えて，本研究では ASR を促進させるために，

セメントのアルカリ量を Na2Oeqで 1.8%，2.4%

に増加させた供試体も作製した。 

	 図-3 にモルタルバー法の試験結果を示す。通

常のモルタルバー法（セメントのアルカリ量

1.2%）の場合，試験材齢 182 日におけるモルタ

ルの膨張率は，0.03%程度であり，入手骨材は

「無害」と判定された。化学法の試験結果も合

わせて考慮すると，実構造物で ASR 劣化を生じ

た骨材であっても，遅延膨張性 ASR を示す骨材

については現行の試験法では反応性を適切に評

価できない可能性がある。 

	 一方，セメントのアルカリ量を 1.8%，2.4%と

した場合には試験材齢 182 日では約 0.12%とな

り，膨張も収束していない。このことから，モ

ルタルバー法においてセメントのアルカリ量を

増加させ，空隙水の pH を高めることにより，

遅延膨張性の ASR を検出できる可能性がある

と言える。 

 

(3)	 ASTM	 C	 1260 法	 

	 ASTM C 1260 に準拠し，水セメント比 W/C＝

50%，砂セメント比 S/C＝2.25，供試体寸法 40

×40×160mm のモルタルを作製し，80℃の 1N 

NaOH に浸漬して，膨張率の経時変化を測定し

た。ASTM 法では，促進期間 14 日において，膨

張率が 0.1%未満ならば「無害」，0.1～0.2%なら

ば「不明」，0.2%以上ならば「有害」と判定す

る。なお，NaOH によるアルカリ量の調整は行

っていない。また，ASTM 法に用いる供試体の

寸法は，通常 1×1×11.25inch であるが，本実験
においてはモルタルバー法と同じ寸法とした。 

	 図-4 に ASTM 法におけるモルタルの膨張率

の経時変化を示す。促進期間 28 日において膨張

率は 0.4%を超えており，非常に大きな膨張を示

した。また，入手骨材は「有害」と判定されて

いることから，ASTM 法により隠微晶質石英を

含む泥質片岩の ASR 反応性を評価することが

できたと言える。 
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	 	 	 	 図-3	 モルタルバー法試験結果	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 図-4	 ASTM 法試験結果	 
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図-5	 デンマーク法試験結果 



(4)	 デンマーク法	 

	 水セメント比 W/C＝50%，砂セメント比 S/C

＝2.25，供試体寸法 40×40×160mm のモルタル

を作製し，50℃の飽和 NaCl 溶液に浸漬して，

膨張率の経時変化を測定した。なお，NaOH に
よるアルカリ量の調整は行っていない。デンマ

ーク法では，促進期間 91 日において，膨張率が

0.1%未満ならば「無害」，0.1～0.4%ならば「不

明」，0.4%以上ならば「有害」と判定する。 

	 図-5にデンマーク法におけるモルタルの膨張

率の経時変化を示す。図より，促進期間が 200

日を経過しても膨張は収束しておらず，長期的

に膨張していることが分かる。しかし，判定基

準である 91 日における膨張率は 0.05%であり，

「無害」と判定された。このことから，デンマ

ーク法では，遅延膨張性の ASR 反応性を適切に
評価することが出来ないと考えられる。 

 

３．考察	 

	 表-2 に判定結果の一覧を示す。なお，セメン

トアルカリを 1.8％，2.4％に増加した場合にお

ける判定区分は無いが，ここでは，JIS A 1146

の判定基準と同様に 182 日で 0.1％以上の膨張

率であれば「無害でない」としている。表‐7.3

より各種促進養生試験によって判定結果が異な

ることが分かる。 

	 この原因を各養生条件におけるモルタルの空

隙水の pH の違いから考察する。 

	 川端ら 2)は，各種 ASR 促進試験環境における

モルタルの空隙水組成を，空隙水の圧搾抽出よ

り測定している。表-3 に各種促進試験環境にお

けるモルタルの空隙水組成 2)を示す。なお，JIS 

1.2 および JIS 1.8 は，セメントアルカリを 1.2％
および 1.8％に調整したモルタルを表している。

また，表に示す濃度は，石灰石骨材を使用した

場合であることから，骨材の反応による OH-濃

度低下の影響は無く，試験環境の違いによる空

隙水組成の違いと見なすことができる 2)。 

	 図-6 に，各試験でのモルタル空隙水の OH-

濃度の比較結果を示す。なお，ASTM C 1260 に

おけるモルタルの空隙水の OH-濃度は，ほぼ

1mol/l と考えられることから，推測値として併

記している。 

	 図より ASTM C 1260 の OH-濃度は，モルタル

バー法（図中の記号 JIS 1.2）のそれよりも非常

表‐2	 各種促進試験における判定結果一覧

 

試験方法 

ASTM C 1260 化学法 
JISモルタルバー 

デンマーク法 
1.2％ 1.8％ 2.4％ 

判定結果 有害 無害 無害 無害でない 無害でない 
無害 

（長期的には膨張） 

  
表‐3	 各種促進試験におけるモルタルの空隙水の組成 2)	 

 空隙水の組成(mmol/l) 

Ca2+ Si4+ Na+ K+ Cl- SO4
2- OH- 

試
験
方
法 

デンマーク法 4.0 0.6 3353.4 351.3 2582.7 192.0 508.0 

JIS 1.2 1.8 1.1 662.3 275.2 - 22.1 692.8 

JIS 2.4 1.0 1.8 1089.9 189.9 - 80.8 1528.3 
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	 	 図-6	 各種促進試験におけるモルタルの	 

	 	 	 	 	 空隙水の OH-濃度 2)	 



に高い。また，JIS モルタルバー法では供試体

からのアルカリ溶脱等の影響により，空隙水の

pH は，促進試験早期から低下することが指摘さ

れている 9)。そのため，セメントのアルカリ量

が 1.2%の場合ではモルタルバー法では膨張を

示さなかったものの，セメントのアルカリ量を

1.8%以上添加した場合には空隙水の pH が上昇

し，膨張挙動を示したものと考えられる。 

	 また，デンマーク法におけるモルタルの空隙

水の pH はモルタルバー法（JIS 1.2）における

それよりも低く，アルカリ無添加に比べて若干

高い。Cl-は，AFm 相中の OH-とのイオン交換反

応を示すことから 10)，NaCl 溶液に浸漬するデ

ンマーク法でも pH が高まるものと考えられる

が，セメントのアルカリ量 1.2％に相当する pH

には至らないものと考えられる。ただし，アル

カリの溶脱が無いため空隙水の pH は，ほぼ一

定に維持される。 

	 このことは，隠微晶質石英の ASR 反応性は，

速度が緩慢であるが，潜在的には高い反応性を

有していることが示唆される。また，本研究の

アルカリ量推定結果および実際に遅延膨張性

ASR による被害を受けた構造物のアルカリ量

推定結果 11)において，現在の総量規制値である

3.0kg/m3 よりも少ないアルカリ量（2.2kg/m3 程

度）で被害を生じていることからも，隠微晶質

石英は，潜在的に高い反応性を有していること

が窺える。 

 

４．ASR 反応性判定試験について	 

	 以上の結果より，遅延膨張性の ASR を示す骨

材については ASTM C 1260または JISモルタル

バー法の改良として，セメントアルカリ量を増

加させる試験が有効であり，重要な点としては，

十分に空隙水の pH を高く保つことが必要であ

ると分かった。 

また，本研究の結果は，ASR の反応性判定試験

において，岩石の性質に応じて適切な試験方法

を用いる必要があることを示すものである。 

欧米諸国においては，骨材の ASR 反応性の判断

に対し，各種促進試験に先立ち岩石学的評価を

行う必要があることを推奨している 12)ように，

我が国においても ASR 反応性の評価に対し岩

石学的分析を導入することが望ましいと言える。 

簡易的な方法として，「岩種」といったマクロな

区分から適用する試験方法を選択する方法も，

ある程度は有効であると考えられるが，例えば，

本研究で使用した骨材と同じ堆積岩に区分され

るチャートは，反応性シリカ鉱物を多く含み，

非常に反応性に富んでいるため，ASTM C 1260

のような高いアルカリ濃度での試験では，シリ

カ鉱物の溶解が非常に早く進行し，拡散するた

め膨張圧を発生せず「無害」と判定されること

も報告されている 13)。このような骨材に対して

は，従来の方法である JIS A 1146 によるモルタ

ルバー法が有効とされる 13)。したがって，「岩

種」といったマクロな区分では，判断を誤る可

能性もある。したがって，使用する骨材の岩石

学的特徴を詳細に分析した上で，適切な反応性

試験を選択する必要があるものと考えられる。 

 

５．まとめ	 

	 本研究では，合理的な ASR の抑制対策の考案

を目的とし，劣化要因の 1 つとして遅延膨張性

の ASR を対象とした実験的検討を行った。各種
の促進試験法を行い，遅延膨張性 ASR を示す骨

材に対する反応性判定試験の方法に関する系統

的な検討を行った。本検討により得られた知見

を以下に示す。 

(1)隠微晶質石英を含む泥質片岩の ASR 反応性

は，国内における現行の試験法である化学法

およびモルタルバー法では適切に評価する

ことが出来ないことが示された。 

(2)ASTM C 1260 またはセメントアルカリ量を

増加させた改良モルタルバー法では反応性

を検出できることが明らかとなった。 

(3)各種促進膨張試験の判定結果の違いは，モル
タルの空隙水の pH の相違が原因であるもの

と考えられた。 

(4)以上より，岩石学的分析を行った後に，適切

な ASR 反応性試験を選択することが重要で

あることが示唆された。 
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